別記第１号様式その２
	

	
	建設工事等



	受 　付 　番 　号
	

	　　　　　　　　　　　競争入札参加資格審査申請書
	
	

	                                                                               　   　　　　令和　　　年　　　月　　　日
　　　  北海道知事　　　　　　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      所　 在 　地　　〒　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　　　　　　　　
商号又は名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      代 　表　 者　　
　　　　　　　　　　　　　                         　　　       電話番号　　　　　　　　（　　　）
　　　　　北海道所管に係る建設工事等の入札に参加したいので、指定の書類を添えて資格審査を申請します。
          なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、すべて事実と相違ないことを誓約します。
１　希望する資格の種類
	

	

	
	希望する
資格
	農政部
	水　産　林　務　部
	建設部
	各　　部　　共　　通　　（　　建　　設　　部　　）
	

	
	
	農業土木
	水産土木
	森林土木
	造　　林
	一般土木
	舗　　装
	鋼橋上部
	建　　築
	電　　気
	 　管
	塗　　装
	道路標識
	造　　園
	機械器具
	道路清掃
	土木設計
	測　　量
	地質調査
	資料作成
	建築設計
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２  申出事項     
　  私は、競争入札参加資格審査申請に当たり、次に該当しない者であることを申し出ます。
 (1)地方自治法施行令第167条の4第1項各号（地方自治法施行令第167条の11第1項において準用する場合を含む。）に規定する者
 (2)地方自治法施行令第167条の4第2項（地方自治法施行令第167条の11第1項において準用する場合を含む。）の規定により競争入札への参加を排除されている者
 (3)次に掲げる税に滞納がある者　　　ア　道税（個人の道民税及び地方消費税を除く。以下同じ。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）
                                    ウ　消費税及び地方消費税
(4)次に掲げる社会保険等の届出の義務を履行していない者（当該届出の義務がない者を除く。）　ア　健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ　厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウ　雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出
　○資格審査申請書作成者　　　部課局　　　　　　　　　 　担当者（代行者）氏名　　　　        　　連絡先電話番号
                （代行者） 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　）　　　　　　　　
(代理申請時使用欄）
　代理申請人郵便番号 　〒　　　
　申請代理人　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                         
                                                                                     　　　　  　申請代理人電話番号
　申請代理人　氏　名                     　             　印                               　　　　　　　（　　　）　　　　　　
	


　R5･6用


別記第２号様式
事　業　経　歴　書
 （資格の種類                   ）     　直前決算期間（　　　年　月　日～　　　年　月　日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
                                                                              　　　　　　　　　　
	注　文　者
	元請又は
下請の区別
	事　　業　　名
	事業場所のある
都道府県名
	業務委託料の額
（税抜き）
	業務の開始年月

	
	
	
	
	
	完了又は完了予定年月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	
	
	
	
	
	　　　年　　　月

	合　　　　計
	
	
	
	
	


 
注意事項                                                                                                             
１　設計等の資格について、直前１年度決算分の事業経歴書を、希望する資格毎に別葉で作成してください。
２  記載内容については、主なものを10件程度記載していただき、残りは「その他」として一括記載が可能です。




別記第20号様式
社会保険等適用除外申出書


北　海　道　知　事　　様


次の理由により、社会保険又は雇用保険の届出義務のないことを申し出ます。
また、申出の内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。

【社会保険】　□健康保険　□厚生年金保険

１．従業員５人未満の個人事業所であるため。
２．従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種ではない個人事業所のため。
３．その他
	


注１　届出義務のない保険の種類をチェックし、該当する番号を○で囲むこと。
２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載する
　こと。	
（例）○○年金事務所に確認し、△△により適用除外となる。

【雇用保険】

１．役員のみの法人であるため。
２．その他
	


注１　該当する番号を○で囲むこと。
２　その他を選択した場合は、関係機関に問い合わせを行った上でその理由を記載する
　こと。
（例）○○ハローワークに確認し、△△により適用除外となる。

令和　　年　　月　　日
所　 在　 地
商号又は名称
代 　表 　者　　　　　　　　　　　　　　　　　





別記第21号様式

委　任　状

受任者

住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　印

          行政書士証票登録番号

　私は上記の者を代理人と定め、　　年度及び　　年度（　 　年度、　　年度及び　　年度）に北海道が発注する（資格の契約の種類）に係る競争入札参加資格審査の申請について、次の権限を委任します。


　委任事項

　１　申請書類の作成

　２　申請代理

　３　記載事項の訂正




　　　　　　　年　　月　　日


                        委任者　　

　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
　　　
 
 担当者の連絡先
　　　所属　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 
  ※受任者が行政書士の場合は、行政書士証票登録番号を記載してください。


誓　　約　　書


　　　北　海　道　知　事　　　様


　私は、北海道が実施する競争入札参加資格審査の申請に当たり、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下同じ。））又は暴力団関係事業者（暴力団員が実質的に経営を支配する事業者その他同条第２号に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する事業者をいう。）に該当しない者であるとともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。

　上記の誓約に反することが明らかになった場合は、競争入札参加資格を制限されても異存ありません。

　また、上記の誓約の内容を確認するため、北海道が他の官公署に照会を行うことについて承諾します。


　　　令和　　年　　月　　日

所　 在　 地　〒

商号又は名称　
代　 表　 者　

別記第５号様式その６
技術・社会的要素審査項目申告書
　　令和　　年　　月　　日
　　北海道知事　宛
(申請者)
商号又は名称
代表者氏名

令和5・6年度競争入札参加資格審査申請に係る技術・社会的要素審査項目について、次のとおり申告します。
なお、この申告書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

　以下の項目について、ある・なしを○で囲んでください。
１　働き方改革推進企業認定の有無　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　確認欄
ある・なし　　　ある場合は、北海道働き方改革推進企業認定証の写しを添付してください。   　行政庁
　　　　　 

２　季節労働者通年雇用対策の有無　　　　
ある・なし　　　ある場合は、季節労働者通年雇用化申告書の写しを添付してください。


３　担い手の確保の有無
ある・なし　　　ある場合は、担い手の確保確認申告書等を添付してください。


４　人材育成の有無
ある・なし　　　ある場合は、人材育成確認申告書等を添付してください。


５　ゼロカーボン北海道への貢献の有無
ある・なし　　　ある場合は、ゼロカーボン・チャレンジャー宣誓書の写しを添付して
　　　　　　　　ください。

６　環境への取組の有無
ある・なし　　　ある場合は、いずれかの登録証等の写しを添付してください。
・エコアクション２１
・ＨＥＳ
・北海道グリーン・ビズ「優良な取組」部門又はさっぽろエコメンバー

７　安全・安心への貢献の有無
ある・なし　　　ある場合は、安全・安心への貢献確認申告書等を添付してください。


８　表彰の有無（受賞者で加点を希望しない場合は、なしに○を付けてください。）
ある・なし　　　令和３年度及び４年度農業農村整備事業に係る優秀業者

ある・なし　　　令和３年度及び４年度水産林務部工事等優秀業者

　　ある・なし　　　令和３年度及び４年度建設部工事等優秀者・建設管理部優良企業

  注１　この項目に該当のない方は、提出の必要はありません。該当される方のみ提出してください。
２　この報告書の記入内容と事実に相違があることが明らかになった場合は、北海道が発注する建設工事及び設計等の入札に参加できなくなることがあります。
別記第１号の１様式（通年雇用助成金利用事業者用）

季節労働者通年雇用化申告書
                         　　                             　　　　       令和　　年　　月　　日
   　北海道知事　あて

                                   住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                   商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                   代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                   電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
　雇用を維持した上で通年雇用助成金を利用した事業者であるので、季節労働者の通年雇用化について、
次のとおり申告します。
  　なお、　令和　　　年度の通年雇用助成金支給決定書の写しを添付します。
  　また、申告内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。
                                                記
    ○雇用保険の被保険者数（一般＋高年齢＋短期）の推移
	       直近（R4年）の  　     　9月末日時点①
	      2年前（R2年）の　　　　    9月末日時点②
	  　　　差引（①－②）

	
                            人
	
                          人
	
                         人


    ・一般被保険者、高年齢被保険者及び短期雇用特例被保険者の合計数を記入してください。
日雇労働被保険者は除きます。
・①は、入札参加資格審査基準日の前年の9月末日時点、②は、①の２年前の9月末日時点の被保険
者数を記入してください。
    ・差引（①－②）≧０の事業者が対象となります。
　　・2年前の雇用保険の被保険者がいない（②がゼロとなる）事業者は、申告することができません。

 ＊申告対象となる道内の雇用保険適用事業所番号及び事業所名を記載してください。
	事業所番号
	事 業 所 名
	事業所番号
	事 業 所 名

	      －      －
	
	      －      －
	

	      －      －
	
	      －      －
	

	      －      －
	
	      －      －
	

	      －      －
	
	      －      －
	


※（総合）振興局産業振興部商工労働観光課に提出してください。
 ※下記「確認欄」は記載の必要はありません。
 ※定期申請に係る申告の場合、申告期限については季節労働者通年雇用化申告書作成要領を参照してください。
※随時申請に係る申告の場合、申告期限は原則、入札参加資格審査申請日の3週間前となります。
 ※審査基準日の属する年度又はその前年度の通年雇用助成金支給決定書の写しを添付してください。
 ※ご記入いただいたメールアドレスは、例年、経済部労働政策局雇用労政課が実施している就労状況調査の調査票等
送付先として活用させていただきます。令和5年度及び令和6年度の2カ年（計2回）にわたって調査依頼する予定
ですので、メールを受信した際は、お手数ですが調査にご協力いただくようお願いいたします。
	（確認欄：雇用労政課使用欄）

	  雇用を維持した上で通年雇用助成金を利用した事業者であり、通年雇用化申告制度の要件に該当していることを確認年月日及び確認番号のとおり確認した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道知事
	確認担当
（問い合わせ先）
	確認年月日
	※確認番号
	
	

	経済部労働政策局
雇用労政課就労支援係
	
	
	
	


　　　　　　※制度の要件に該当しない場合は確認番号がありません。




　R5･6用




別記第１号の２様式（通年雇用化が進展した事業者・通年雇用化を達成している中小企業者用）

季節労働者通年雇用化申告書
                                                                　　　令和　　年　　月　　日
  北海道知事　あて
                                   住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                   商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                   代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                   メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
雇用を維持した上で　□通年雇用化が進展した事業者
□通年雇用化を達成している中小企業者　であるので、次のとおり申告します。
　なお、申告内容を確認するため、北海道が他の官公署等に照会を行うことについて承諾します。
記
 ○ 雇用保険の被保険者数（一般＋高年齢＋短期）の推移
	
	
	  通年雇用化率
（％表示とし小数点以下は第3位を切捨すること）

	
	       計
	一般被保険者等
	短期雇用特例被保険者
	

	  直近（R4年）の
９月末日時点 
	1 
   　 　　  人
	3 
          　　　人
	
             　 　人
	5 （③÷①）


	２年前（R2年）の
　９月末日時点 
	②
  　　　　　人
	4 
          　　　人
	
            　    人
	6 （④÷②）
    

	差引
	①－②
        　　人　　　
	
	
	⑤－⑥
  　　        Ｐ 


・①と②は、一般被保険者、高年齢被保険者及び短期雇用特例被保険者の合計数を記入してください。
「一般被保険者等」の欄（③と④）には高年齢被保険者を含めて記載してください。なお、日雇労働被保険者は含めません。
・「直近の９月末日時点」は、入札参加資格審査基準日の前年の９月末日時点、「２年前の９月末日時点」は、
「直近の９月末日時点」の２年前の９月末日時点の被保険者数を記入してください。
・以下の事業者及び中小企業者が対象となります。
ⅰ）差引（①－②）≧０かつ（⑤－⑥）＞０の事業者
ⅱ）差引（①－②）≧０かつ⑤＝⑥＝100%の中小企業者
・2年前の雇用保険被保険者がいない（②がゼロとなる）事業者は、申告することができません。

＊申告対象となる道内の雇用保険適用事業所番号及び事業所名を記載してください。
	事業所番号
	事 業 所 名
	事業所番号
	事 業 所 名

	 　　 －   　 －
	
	   　   －      －
	

	 　　 －      －
	
	     　 －      －
	

	 　　 －      －
	
	    　  －      －
	


※（総合）振興局産業振興部商工労働観光課に提出してください。
※下記「確認欄」は記載の必要はありません。
※定期申請に係る申告の場合、申告期限については季節労働者通年雇用化申告書作成要領を参照してください。
※随時申請に係る申告の場合、申告期限は原則、入札参加資格審査申請日の3週間前となります。
※ご記入いただいたメールアドレスは、例年、経済部労働政策局雇用労政課が実施している就労状況調査の調査票等送付先として活用させていただきます。令和5年度及び令和6年度の2カ年（計2回）にわたって調査依頼する予定ですので、メールを受信した際は、お手数ですが調査にご協力いただくようお願いいたします。
	（確認欄：雇用労政課使用欄）

	  □通年雇用化が進展した事業者　　　　　であり、通年雇用化申告制度の要件に該当していることを確認年月日及
□通年雇用化を達成している中小企業者　び確認番号のとおり確認した。
北海道知事
	確認担当（問い合わせ先）
	確認年月日
	※確認番号

	経済部労働政策局雇用労政課就労支援係
	
	







※制度の要件に該当しない場合は確認番号がありません。


別記様式
	担い手の確保確認申告書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　北海道知事　宛　

　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　　
　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　
　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　

  担い手の確保について、次のとおり申告します。

	
	氏　　　　名
	採 用 年 月 日
	生　年　月　日
	採用時年齢
	













































	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	年　　月　　日
	年　　月　　日
	 歳
	

	
	
	
	
	
	



※　採用年月日及び採用時の年齢を確認できる資料（雇用契約書、雇用保険被保険者資格取得等通知書のいずれか（複写））を提出すること。
※　審査基準日において３ヶ月を超えて継続して雇用されていることが確認できる資料（賃金台帳､出勤簿､源泉徴収簿のいずれか（複写））を提出すること。


別記様式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	人材育成確認申告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
令和　　年　　月　　日
　　北海道知事　宛
　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名

　技術者の育成、建設産業の普及啓発について、次のとおり申告します。

 １　技術者の育成

	
	講習・研修会名
	　
	


	
	実 施 年 月 日
	　
	

	
	開 催 機 関 名
	　
	

	
	講習・研修内容
（技術力向上のための講習等内容を具体的に記載すること）
	　
	

	 
２　建設産業の普及啓発

	
	就業体験等受入
学　　校　　名
	　
	

	
	現 場 見 学 会
・ 建 設 工 事
ＰＲイベント名
	現場見学会 ・ 建設工事ＰＲイベント
（どちらかを○で囲んでください）
　名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（主催者：　　　　　　　　　　）
	

	
	実　施　期　間
	　　　   年   月   日から　　   年   月   日まで（   日間）
	

	
	説明者又はＰＲ
イベント出席者
	　説明者：  名（主な説明者氏名　　　　　　　　　）
　イベント出席者：  名
	

	


１　講習・研修会等の受講については、開催案内及び企業あての受講費用領収書又は旅費・交通費に係る領収書の写しを提出すること。
教材等を使用した自社による講習会等開催の場合は、教材等購入に係る企業あての領収書の写し及び講習会等の開催状況写真を提出すること。この場合、本申告書の開催機関名には自社名を記載すること。
２　就業体験及び職場実習については、学校からの受入れ要望書及び受入れ決定通知書の写し、又は学校が発行する証明書とともに、就業体験等の行程表を提出すること。
　現場見学会については、工事名、会社名及び発注者名が確認できる日程表等の写し及び実施状況写真を提出すること。なお、主催者が建設業協会等の場合は、建設業協会等からの参加証明書等を添付すること。
　建設業協会等が受入れた就業体験（インターンシップ）等で、各企業が行った事例紹介等の説明については、工事名、会社名及び発注者名が確認できる日課表等の写し及び実施状況写真を提出するとともに、建設業協会等からの参加証明書等を添付すること。
建設工事ＰＲイベント等については、イベントのパンフレットの写し、社員がイベント等に参加した状況写真及び主催者からの参加証明書等を提出すること。
※　「技術者の育成」及び「建設産業の普及啓発」において複数の取組がある場合は、それぞれ１件のみ記入すること。
別記様式１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	安全・安心への貢献確認申告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
令和　　年　　月　　日
　　北海道知事　宛
住　　　　所　　
商号又は名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　

　防災協定の締結、災害時の対応、地域社会の維持について、次のとおり申告します。

１　防災協定の締結

	
	締結の有無
	　有　・　無　　　　　（どちらかを○で囲んでください）
	

	
	確認書類
（締結有のとき）
	　経審の写し（道内業者のみ）　・　防災協定の写し等
　　　　　　　　　　　（どちらかを○で囲んでください）
	

	 注）防災協定の写し等を選択した場合、北海道内にある国の機関、特殊法人又は地方公共団体との間で締結している防災協定の写しを提出すること。
※　社団法人等の団体が防災協定を締結している場合は、当該団体に加入していることを証する書類及び申請者が防災活動に一定の役割を果たすことが確認できる書類を併せて提出すること。
※　道内業者で、経営規模等評価結果通知書の写しにおいて防災協定締結が「有」とされている場合は上記防災協定の写し等の提出は省略可。
２　災害時の対応等(2-1又は2-2どちらかでの加点となります。)
   2－1事業継続力強化計画又は事業継続計画（BCP）

	
	事業継続力強化計画又は事業継続計画（BCP）
	　有　・　無　　　　　　（どちらかを〇で囲んでください）

	


	
	事業継続力強化計画の認定を申告する場合は、認定証の写し及び「事業継続力強化計画・事業継続計画（BCP）審査項目申告書」（別記様式３）を併せて提出すること。
事業継続計画（BCP）の策定を申告する場合は、事業継続計画書の写し及び別記様式３を併せて提出すること。
	

	　　
	2－2災害対応
	

	
	実施時期
	
	


	
	場所
	
	

	
	対応の内容
（対応の内容を具体的に記載すること）
	
	

	注）災害発生時における自主的な地域への援助等の活動を行った場合は、災害状況、実施時期、場所及び対応内容が客観的に判断できる資料を提出すること。
【例】感謝状、お礼状、新聞記事、広報誌、関係者の証明、写真等
※　公共施設に係る対応を行った場合は「災害時の対応（施設管理者の証明）」（別記様式２）を併せて提出すること。
３　地域社会の維持

	
	契約期間
	　　　 　 年  　月 　 日から　　 　 年 　 月  　日まで
	

	
	契約の相手方
	
	

	
	業務名
	
	

	注）地域社会の維持については、国、特殊法人又は地方公共団体等との間で締結した維持業務又は除排雪業務の契約書又は請書、工事概要書の写し等、業務内容が確認できる書類を提出すること。
※　協同組合等の団体が契約を締結している場合は、当該団体の構成員であることを証する書類を併せて提出すること。
自治会、町内会又は社会福祉協議会との間で締結した維持業務又は除排雪業務の場合は、業務名　に｢草刈業務等｣、「除排雪業務等」と記載し、契約書、請求書又は領収書の写し等、業務内容が確認できる書類を提出すること。





別記様式２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	災害時の対応（施設管理者の証明）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
令和　　年　　月　　日
　　北海道知事　宛

住　　　　所　　
商号又は名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　

　安全・安心への貢献のうち災害時の対応については、次のとおり施設管理者から了解を得たうえで、自主的に無償で実施したことを申告します。


	
	実施時期
	　
  　年 　 月 　 日～　　  　年 　 月 　 日（  日間）
	　　

	
	事象
	　　　　　　　　　　　
  　年 　 月 　 日～　　 　 年 　 月　  日
　台風  　号・低気圧・地震（　　　　　　　　）・その他
	

	
	対応内容
（災害時の対応について詳細に記載してください。）
	　
	

	
	当社担当者
職氏名
	　
	

	
	施設管理者側
担当者職氏名
	　
　　（電話番号：　　　　－　　　　－　　　　）
	

	
	施設管理者
からの証明
	　今回の対応は施設管理者の了解のもと、自主的に無償で実施されたものと証明する。

施設管理者　 職氏名　　　　　　　　　　　　印
	

	



１　具体的な事例は、建設工事等競争入札参加資格審査申請の手引を参照してください。
２　自主的に無償で行った「災害時の対応」内容を記入すること。
３　国や地方公共団体と緊急的に契約を締結した工事若しくは委託業務、又は指示による対応は対象となりません。
４　「安全・安心への貢献確認申告書」とともに、施設管理者が証明、押印（私印も可）した本様式を提出すること。
５　この報告内容を施設管理者へ確認する場合がありますので、施設管理者側担当者の電話番号を記載するとともに、この報告書を作成した際には施設管理者へ写しを提出すること。
６　この報告書の記入内容と事実に相違があることが明らかになった場合は、北海道が発注する建設工事及び設計等の入札に参加できなくなることがあります。



別記様式３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	事業継続力強化計画・事業継続計画（ＢＣＰ）申告書

令和　　年　　月　　日
 　北海道知事　宛
住所
商号又は名称
代表者氏名

  安全・安心への貢献のうち事業継続力強化計画及び事業継続計画（ＢＣＰ）の策
定について、次のとおり申告します。
  なお、この申告書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
  
　以下の項目について、ある・なしを○で囲んでください。　　　　　　　　　　　 確認欄
１　事業継続力強化計画を策定した。　　　　　　　　　　　　　 　　　　 行政庁
  ある・なし　　　　ある場合は、認定証を添付してください。


２　事業継続計画（ＢＣＰ）を策定した。
  ある・なし　　　　ある場合は、計画書の写しを添付してください。


 （１）　基本方針を策定した。
  ある・なし


 （２）　被害想定を策定した。
  ある・なし


 （３）　事業維持のための対策を策定した。
  ある・なし


 （４）　従業員の配置体制を策定した。
  ある・なし





上記[　]内に策定内容の代表例を簡潔に記載してください。

注１　事業継続計画は非常時に困らないために作成するものです。想定する被害によって、様々な対応が必要になりますが、審査としては１つの被害に対する計画が策定されていることで評価する。（これを入り口として規模の大きな計画を策定してください。）
２　この項目に該当のない方は、提出の必要はありません。該当される方のみ提出してください。
３　この報告書の記入内容と事実に相違があることが明らかになった場合は、北海道が発注する建設工事及び設計等の入札に参加できなくなることがあります。


※令和３年１月１日以降に合併又は事業譲渡を行った方で、評定数値の調整を希望される方
別記第３号様式
	
評定数値の調整に係る申出書

令和　　年　　月　　日　

　（審査担当部長）　宛

                             　住　　　　所
                             　商号又は名称
                             　代表者氏名                     　　　　　　　　　



　本日提出した北海道競争入札参加資格審査申請書の審査において、当社が現在有している格付を行う資格のすべてについて評定数値の調整を希望します。


注　この申出書は、評定数値の調整に当たって申請者の希望を確認するものであり、等級格付の昇格を保証するものではありません。

別記様式
	
最上位等級の区分に関する申出書

令和　　年　　月　　日　

　建　設　部　長　　様

                             　住　　　　所
                             　商号又は名称
                             　代表者氏名



　本日提出した競争入札参加資格審査申請書の一般土木工事の資格に係る審査において、当社がＡ１の基準を満たした場合であっても、Ａ２に区分されることを希望しますので、その旨申し出ます。


注　本書は、必ず競争入札参加資格審査申請書類とともに提出してください。
なお、本書提出後の書き換え、引き換え又は撤回は認めませんので注意願います。


（就業体験及び職場実習の受入証明書の例）

（未就業者の就業体験・職場実習）受入証明書

　○○○○○○学校長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　北海道の建設工事等競争入札参加資格審査申請にあたり、当社が次のとおり（未就業者の就業体験・
職場実習）の受け入れを実施したことを証明願います。

　　受入実施期間　　　　　　年　　月　　日～　　　　　　年　　月　　日（　　日間）
　　受入生徒・学生数　　　　　　　　　　　学年　　　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学年　　　　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学年　　　　名　　　合計　　　　名


　上記の内容のとおり、貴社から（未就業者の就業体験・職場実習）の受け入れについて協力を得たこ
とを証明します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証明者　○○○○○○学校長　○○　○○　印




（防災協定の締結証明書の例）
証　　明　　書


　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地 
　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称 
　　　　　　　　　　　　　　　　　許可番号 
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名 


　上記の者は、令和　年　月　日（審査基準日を記入）現在、当協会の会員であり、令和○年○月○日付けで○○○○との間で締結した災害時における応急対策業務に関する○○災害協定に基づいて災害応急活動等に従事する者であることを証明する。


　令和　年　月  日（審査基準日又は審査基準日以降の日付けを記入）


○○○○協会（団体名）

会長　　　○○○　○○○　　認印


※格付対象工事の資格を希望する協同組合等の方で、評定数値の調整を希望される方
別記第５号様式その７
	
評定数値の調整に係る申出書

令和　　年　　月　　日　

　（審査担当部長）　宛

                             　住所
                             　商号又は名称
                             　代表者氏名



　本日提出した北海道競争入札参加資格審査申請書の審査において、格付を行う資格のすべてについて評定数値の調整を希望します。


注　この申出書は、評定数値の調整に当たって申請者の希望を確認するものであり、等級格付の昇格を保証するものではありません。

別記第６号様式の６（第16条の５、第68条、第69条関係）納税証明書交付請求書
その１　一般用

	※税証第　　　　号
　　　　　　　　納税証明書交付請求書納税証明書交付請求書
	北海道
収入証紙欄


年　　月　　日
　　北海道知事（　　総合振興局長、　　振興局長、札幌道税事務所長）　様

　　　住　　所（所在地）

	法　　人　　番　　号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　　氏　　名（名称）　
次のとおり、納税証明書の交付を請求します。
	証明書の
使用目的
	□資格審査請求　 　　□指定申請 　　□資金借入申請　 　　□建設業許可申請
□建設業決算報告 　　□指名願　　　 □譲渡（自動車） 　　□抹消（自動車）
□資格審査請求（道税に滞納がない証明）　　　　　　　　　 □酒類販売
□公益法人事業報告  □その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	証明事項
	税　目
	年　度　及　び　区　分
	証明書の
請求枚数

	□納付（納入）すべき額、
納付（納入）済額及び
未納額
	□法人道民税
	　･ 　･　 から
　･　 ･　 まで
	　･　 ･　 から
　･　 ･　 まで
	　･　 ･　 から
　･　 ･　 まで
	枚

	
	□法人事業税及び
　特別法人事業税
	　･ 　･　 から
　･ 　･　 まで
	　･　 ･　 から
　･　 ･　 まで
	　･ 　･　 から
　･　 ･　 まで
	

	
	□個人事業税
	　　年所得分
	　　年所得分
	　　年所得分
	

	
	□
	
	

	□ 道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）について滞納がないこと。
    （資格審査請求）
	

	□ 過去２年以内に滞納処分を受けたことがないこと、道税（個人道民税及び地方消費税を除く。）について滞納がないこと。
　　（酒類等の販売業（製造）免許申請）
	

	□ 過去３年以内に滞納処分を受けたことがないこと。
　　（公益法人事業報告等提出）
	

	□ その他
	

	摘　要


注意１　「証明書の使用目的」欄、「証明事項」欄及び「税目」欄は、該当の□にレを記入してください。
２　※の箇所は、記入しないでください。
３　代理人が請求する場合は、本人の住所（所在地）及び氏名（名称）と併せて代理人の住所及び氏名を記入し、委任状（原本）を提出してください。









  上記申請書に、住所、氏名、枚数を記入の上、納税証明書を取得してください。
  なお、納税証明書を取得しましたら、必ず以下の点をご確認ください。

①　「税目」の欄が＊＊＊＊＊であること

②　「年度及び区分」「納付（納入）すべき額」「納付（納入）済額」「未納額」「法定納期限等」欄が空欄になっていること。

③　「摘要」の欄に、次の文言が記入されているかを必ずご確認ください。

「道税（個人道民税及び地方消費税を除く）については滞納がありません。」


申請書類をダウンロードされた皆さまへお願い



作成された申請書類については、必ず市販のＡ４サイズのフラットファイルに綴じ込んで提出していただきます。
　なお、フラットファイルは、黄色系統にしてくださるようお願いします。

以降のページは、ファイルに綴じ込んで提出するときの表紙・背表紙用にお使いください。（印刷したものに必要事項（※以外）を記入し、それぞれファイルの表紙・背表紙に貼ってください。）

　・次ページ…表紙
　・次次ページ…背表紙
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	※「ひらがな」欄は、商号又は名称の頭文字























※「総合振興局名又は振興局名」欄は、振興局の頭文字　
（例）石狩→石　オホーツク→オ
　　　　　　　　　道外業者、道内大臣許可業者は空欄としてください。












申請書類確認票受付番号

申請者：


	（１）　書類ア
	チェック欄

	
	
	建設工事
	設計等
	申請者
	行政庁
	連絡事項

	①
	建設工事等競争入札参加資格審査申請書
	◎
	◎
	□
	□
	

	②
	経営規模等評価結果通知書（総合評定値通知書）の写し
	◎
	
	□
	□
	

	
	　
	・審査基準日において有効である
・希望する資格に対応する建設業の許可に完成工事高がある
・健康保険、厚生年金保険、雇用保険のすべてが加入又は適用除外である。
	
	
	
	
	

	
	直近の保険料領収書の写し又は社会保険等に加入したことが確認できる書類（経審で保険等未加入の方）
	○
	
	□
	□
	

	③
	事業経歴書
	
	◎
	□
	□
	

	④
	身分証明書の写し（個人事業主の方）　　　市区町村長発行のもの
	○
	○
	□
	□
	

	⑤
	登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は現在事項全部証明証）の写し
	◎
	◎
	□
	□
	

	
	　
	申請日前３月以内のもの
	
	
	
	
	

	⑥
	許可・登録に関する
証明書の写し
	建設業許可通知書の写し
	◎
	
	□
	□
	

	
	
	　
	　審査基準日において、希望する資格に対応する許可を受けており、かつ、その許可を受けてから２年以上その事業を営んでいる
	
	
	
	
	

	
	
	更新前の建設業許可通知書の写し（２年以上の継続を確認できない場合）
	○
	
	□
	□
	

	
	
	営業所一覧表の写し
	◎
	
	□
	□
	

	
	
	一部廃業届の写し
	○
	
	□
	□
	

	
	
	建築士事務所登録を証する書類の写し（建築設計を希望する方）
	
	○
	□
	□
	

	
	
	測量業者登録通知書の写し（測量を希望する方）
	
	○
	□
	□
	

	
	
	その他の登録に係る各種登録通知書の写し（土木設計、地質調査、技術資料作成を希望する方）
	
	○
	□
	□
	

	⑦
	道税に滞納がないことの証明書の写し
	◎
	◎
	□
	□
	

	
	
	申請日前３月以内のもの。道に納税義務のない方は、本店都府県の法人事業税の納税証明書
	
	
	
	
	

	⑧
	消費税及び地方消費税に未納がないことの証明書の写し
	◎
	◎
	□
	□
	

	　
	
	申請日前３月以内のもの。証明書は「その３」又は「その３の３」(法人用)、「その３の２」(個人用)
	
	
	
	
	

	⑨
	誓約書
	◎
	◎
	□
	□
	

	⑩
	社会保険等適用除外申出書
	
	○
	□
	□
	

	⑪
	委任状（行政書士による代理申請の場合）
	○
	○
	□
	□
	

	⑫
	建設工事等競争入札参加資格審査申請書付票
	◎
	◎
	□
	□
	

	⑬
	技術・社会的要素審査項目申告書
	○
	
	□
	□
	

	
	
	働き方改革推進企業認定、季節労働者通年雇用対策、担い手の確保、人材育成、
ゼロカーボン北海道への貢献、環境への取組、安全・安心への貢献
	
	
	
	
	

	⑭
	合併（事業譲渡）に関する届出書及び評定数値の調整に係る申出書
	○
	
	□
	□
	

	⑮
	最上位等級の区分に関する申出書（一般土木工事を希望する方で該当する場合）
	○
	
	□
	□
	

	⑯
	業態調書（該当がある場合のみ）
	○
	○
	□
	□
	

	⑰
	申請書類確認票
	◎
	◎
	□
	□
	

	（協同組合等の場合は、上記書類のほか次の書類が必要です）

	⑱
	組合構成員名簿
	◎
	◎
	□
	□
	

	⑲
	官公需適格組合証明書の写し（適格組合の証明を受けている場合）
	○
	○
	□
	□
	

	⑳
	当該組合の定款の写し
	◎
	◎
	□
	□
	

	㉑
	評定数値の調整に係る申出書（調整を希望する場合）
	○
	○
	□
	□
	

	（２）　書類イ

	　
	
	建設工事
	設計等
	申請者
	行政庁
	連絡事項

	　
	審査基準日において、引き続き１年以上その事業を営んでいることを証する書類
	
	◎
	□
	□
	

	　
	　
	１年以上前に履行した契約書又は請書を、資格の種類ごとに１件
（※各種登録規定による登録が１年以上前である場合は登録証等の写し）
	
	
	
	
	

	　
	審査基準日の直前１年間に事業高があったことを証する書類
	
	◎
	□
	□
	

	　
	　
	直前１年間に完了した業務に係る契約書又は請書を資格の種類ごとに１件
	
	
	
	
	

	　
	従業員数が３人以上であることを証する書類（個人の方）
	
	○
	□
	□
	

	　
	造林が含まれる工事のうち造林の事業高を証する書類（造林を希望する方）
	
	○
	□
	□
	

	　
	社会保険等の保険料の納入を証する書類の写し（設計等７種のみを希望する方）
※加入して間がなく納入の実績が無い場合は、加入したことが確認できる書類の写し
	
	○
	□
	□
	

	　
	　
	社会保険…領収証書、納入証明書、資格取得確認書、標準報酬月額決定通知書等
雇用保険…概算・確定保険料申告書、領収済通知書、適用事業所設置届等
	
	
	
	
	


審査基準日：令和５年○月１日※申請しようとする月の初日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◎印は全ての方、○印は該当する方が、提出
・上記表のチェック「申請者」欄をチェックの上、本票を申請書とともに提出してください。
・申請書類をＡ４ファイル（黄色系統）に綴じて郵送し、申請書付票のエクセルファイルはメールで送付してください。
・書類に不備があった場合は、本票で確認します。申請書類の控えは連絡担当者の手元に保管してください。




※行政庁記入欄　連絡先：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者：　　　　　　　　　　　　　　
（TEL：　　　　　　　　　　　　FAX：　　　　　　　　　　　　）　審査年月日：　　年　　月　　日
